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これまでの都市再生の振り返りや
社会経済情勢の変化等について



１．都市再生制度の変遷と実績
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▲バブル崩壊

△グローバル化の進展

▲リーマンショック
▲東日本大震災

▲新型コロナ危機

△大阪・
関西万博

△東京オリンピック
・パラリンピック決定

△訪日1,000万人達成

△地方創生

◯ 都市再生特別措置法創設から20年が経過し、この間、都市の国際競争力の強化、まちなかの賑わい形成、
都市の防災機能の確保等、官民一体となった取組により、一定の成果を残してきた。
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［H14］
都市再生特別措置法の制定

［H16・17］
地方都市への展開

［H23］
大都市の国際競争力強化と
都市の魅力向上

［H26］
コンパクト・プラス・
ネットワークの推進

［R2］
ウォーカブルなまちづくり
の推進
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▲人口減少社会 ▲災害の頻発・激甚化

△東京オリンピック
・パラリンピック



市街地開発事業による土地の有効高度利用化

◯ 我が国の市街地では社会経済情勢や地域の抱える課題・ニーズに対応しながら「土地区画整理事業」や「市街
地再開発事業」などの市街地開発事業により、インフラの整備・改善、土地の有効高度利用が進められてきた。

＜土地区画整理事業＞

ニュータウンの整備

従前 従後

萱田地区（千葉県八千代市）
かやだ

拠点市街地の整備

従前 従後

神戸ハーバーランド地区（神戸市）

＜市街地再開発事業＞

交通結節点の整備 柏駅東口地区（千葉県柏市）

従前 従後

商店街の活性化

従前 従後

一番町四丁目第一地区（宮城県仙台市）
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［H14］都市再生特別措置法の制定

○ バブル崩壊後の経済低迷・投資不振に歯止めがかからない状況。
○ 全国の都市が抱える様々な課題（安全性、老朽化）に対応することが必要。
⇒ 都市再生緊急整備地域を創設し、「時間と場所を限って」、大都市の都市再生を推進。

都市再生緊急整備地域 都市再生特別地区
都市の再生の拠点として、都市開発事業等を通じて

緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域。
都市再生に貢献し、土地の高度利用を図るため、

都市再生緊急整備地域内において、既存の用途地域
等に基づく規制にとらわれず、自由度の高い計画を定める
ことにより、容積率制限の緩和等が可能。

認定民間都市再生事業（金融・税制支援）
都市再生緊急整備地域において実施される優良な

民間都市開発事業について、国土交通大臣が認定し、
金融・税制支援により立ち上げを支援。

【金融支援】
・出資・社債取得業務
・無利子貸付け メザニン支援（H23～）
・債務保証

【税制支援】
・都市再生促進税制※現在は都市再生緊急整備地域52地域

特定都市再生緊急整備地域15地域
（令和６年11月時点） 5



［H14］都市再生特別措置法の制定 （事例）

東京都港区（青山一丁目スクエア）
都市再生特別措置法に基づく初の民間都市再生事業。
都営住宅の建替えにあわせて、港区立保育園・図書館や商業施
設等を一体的に整備。

千葉県千葉市（千葉蘇我臨海地域）
商業施設の活力が低下し、低未利用地が点在していたJR蘇我駅
周辺と、大規模製鉄所用地が段階的に遊休地化していた臨海部
を一体的に整備し、土地区画整理事業や民間による商業・スポー
ツ施設整備等を実施。

竣工：平成19年度
位置：東京都港区
面積：［事業区域］約7,000㎡ ［延べ面積］約72,000㎡
用途：住宅、商業、図書館、保育園等

事業概要

支援制度
社債取得金融
都市再生促進税制税制

施行期間：平成15年度～平成24年度
位置：千葉県千葉市
面積：［事業区域］約227ha

事業概要（都市再生総合整備事業）

支援制度
都市再生総合整備事業、土地区画整理事業、防災公園街
区整備事業 等

予算

※ＰＦＩによる公営住宅整備

  

ＪＲ蘇我駅

特定地区（蘇我特定地区） 

都市・居住環境整備重点地域 

（千葉市臨海部地域） 

街路事業（川崎町南北線） 

蘇我駅周辺施設整備 

立体遊歩道 

エコタウン事業 

既存施設の除却 

都市公園事業 

土地区画整理事業 

凡例 

都市再生総合整備事業 

関連事業 

都市公園の整備
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都市再生緊急整備地域

仙台市 １地域 186ha

さいたま市 川口市 ３地域 245ha

東京都 ７地域 2,948ha
東京都心・臨海地域 2,043ha
品川駅・田町駅周辺地域 184ha
新宿駅周辺地域 221ha
渋谷駅周辺地域 139ha
池袋駅周辺地域 143ha

千葉市 柏市 松戸市 ３地域 98ha

横浜市 川崎市 相模原市 厚木市 ６地域 810ha
横浜都心・臨海地域 331ha

岐阜市 １地域 30ha

名古屋市 常滑市 ３地域
924ha

名古屋駅周辺・伏見・栄地域
303ha

京都市 ２地域 375ha

神戸市 ２地域 488ha

大阪市 堺市 豊中市 高槻市 枚方市 10地域
1,060ha

大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域 209ha
大阪コスモスクエア駅周辺地域 53ha

岡山市 １地域 113ha

広島市 福山市 ２地域 245ha

高松市 １地域 51ha

福岡市 ３地域 890ha
北九州市 １地域 102ha
福岡都心地域 231ha

那覇市 １地域 11ha
札幌市 １地域 225ha

札幌都心地域 145ha

都市再生緊急整備地域
：52地域 9,539ha

令和６年３月31日時点

特定都市再生緊急整備地域
：15地域 4,339ha

神戸都心・臨海地域 45ha

東京都・川崎市（都県跨ぎ）1地域 339ha
羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域 66ha

福井市 １地域 66ha

長崎市 １地域 180ha

仙台都心地域 73ha

広島都心地域 153ha

新潟市 １地域 153ha

※候補地域
1.（仮称）松山駅東地域（松山市）
2. 京都駅周辺地域（京都市）
3. 京都南部油小路通沿道地域（京都市）
4.（仮称）金沢駅東都心軸地域（金沢市）
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ＪＲ山手線

大崎駅

渋谷駅

池袋駅

品川駅

浜松町駅

東京駅

秋葉原駅新宿駅

【秋葉原・神田地域】（緊急地域）
○秋葉原UDX
○御茶ノ水ソラシティ
○内神田一丁目計画

認定民間都市再生事業計画（166計画）
令和６年７月23日現在

※ 枠内 は令和6年7月1日以降竣工予定の14計画（都内のみ）
●印は現在特定地域の71計画（都内のみ）
○印は現在緊急地域の 6計画（都内のみ）

【池袋駅周辺地域】（特定地域）
●ダイヤゲート池袋
●Hareza（ハレザ）池袋

【品川駅・田町駅周辺地域】（特定地域）
●msb Tamachi田町ステーションタワーS
●msb Tamachi田町ステーションタワーN
●高輪ゲートウェイシティ

【新宿駅周辺地域】（特定地域）
●新宿イーストサイドスクエア
●SOMPO美術館
●新宿住友ビル
●東急歌舞伎町タワー
●新宿駅西口地区開発計画

【東京都心・臨海地域】（特定地域）
●青山一丁目スクエア
●TOC有明
●ザ・パークハウス晴海タワーズ クロノレジデンス
●ザ・トーキョー・タワーズ
●東京ミッドタウン
●グラントウキョウ
●日経ビル・JAビル・経団連会館
●フジテレビ湾岸スタジオ
●赤坂サカス
●ららぽーと豊洲
●丸の内パークビルディング
●有明セントラルタワー
●アークヒルズ仙石山森タワー
●歌舞伎座タワー
●東京スクエアガーデン
●コレド室町
●晴海フロント
●丸の内永楽ビルディング
●虎ノ門ヒルズ 森タワー
●豊洲フォレシア
●アークヒルズサウスタワー
●赤坂インターシティAIR
●大手門タワー・JXビル
●大手町タワー
●鉄鋼ビルディング
●コレド室町２・３
●京橋トラストタワー
●大手町フィナンシャルシティ グランキューブ・星のや東京
●大手町パークビルディング
●東京ミッドタウン日比谷
●住友不動産御成門タワー
●丸の内二重橋ビルディング
●日本生命浜松町クレアタワー
●オークラプレステージタワー
●虎ノ門トラストタワー
●シティタワーズ東京ベイ、有明ガーデン
●東京ポートシティ
●豊洲ベイサイドクロス
●みずほ丸の内タワー、丸の内テラス
●虎ノ門ヒルズ ビジネスタワー
●虎ノ門ヒルズ レジデンシャルタワー
●Otemachi One
●メブクス豊洲、ラビスタ東京ベイ
●虎ノ門ヒルズ ステーションタワー
●麻布台ヒルズ
●TOKYO TORCH（東京駅前常盤橋プロジェクト）
●世界貿易センタービルディング本館建替え事業
●東京駅前八重洲一丁目東Ｂ地区第一種市街地再開発事業
●東京ワールドゲート赤坂
●芝浦プロジェクト
●豊洲4－2街区開発計画
●TOKYO CROSS PARK サウスタワー

TOKYO TORCH
（東京駅前常盤橋プロジェクト）

【大崎駅周辺地域】（緊急地域）
○シンクパークタワー
○大崎フォレストビルディング
○住友不動産大崎ツインビル東館

【渋谷駅周辺地域】（特定地域）
●渋谷スクランブルスクエア
●渋谷キャスト
●渋谷ストリーム
●渋谷ソラスタ
●渋谷一丁目地区共同開発事業

【羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域】（特定地域）
●羽田エアポートガーデン
●HANEDA INNOVATION CITY

高輪ゲートウェイシティ 虎ノ門ヒルズ ステーションタワー

渋谷スクランブルスクエア

●有明南H街区プロジェクト
●（仮称）赤坂二・六丁目地区開発計画
●虎ノ門一丁目東地区

認定民間都市再生事業計画の件数（東京都内）
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【川口駅周辺地域】（緊急地域）
○アリオ川口・PAL川口・リボンシティレジデンス

【横浜都心・臨海地域】（特定地域/緊急地域）
●パシフィックロイヤルコートみなとみらい
●ＴＯＣみなとみらい
●横浜アイマークプレイス
●オーケーみなとみらいビル
●ブルーハーバータワーみなとみらい
●オーシャンゲートみなとみらい
●横浜グランゲート
●JR横浜タワー
●ザ・タワー横浜北仲
●横濱ゲートタワー
●横浜コネクトスクエア
●Kアリーナプロジェクト
●横浜シンフォステージ
●横浜旧市庁舎街区活用事業
●みなとみらい２１中央地区５２街区開発事業計画
●みなとみらい２１中央地区６２街区ﾊｰﾊﾞｰｴｯｼﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
●北仲通北地区A1・２地区
〇（仮称）横浜市中区海岸通計画（Ａ地区）

【羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域】（特定
地域）
●川崎生命科学・環境研究センター（LiSE）
●Research Gate Building –TONOMACHI 2 -
●川崎キングスカイフロント 東急REIホテル他
●Research Gate Building –TONOMACHI 3 -
●Research Gate Building –TONOMACHI 4 -

【川崎駅周辺地域】（緊急地域）
○ラゾーナ川崎プラザ
○ラゾーナ川崎東芝ビル
○KAWASAKI DELTA

【辻堂駅周辺地域】（緊急地域）
○湘南C-X

【相模原橋本駅周辺地域】（緊急地域）
○アリオ橋本・ミッドオアシスタワーズ

【名古屋駅周辺・伏見・栄地域】（特定地域/緊急地域）
● ミッドランドスクエア
●大名古屋ビルヂング
●JRゲートタワー
●中京テレビ放送株式会社本社ビル
●グローバルゲート
○イオンモール名古屋ノリタケガーデン
●アーバンネット名古屋ネクスタビル
●中日ビル
●錦三丁目25番街区計画

【名古屋千種・鶴舞地域】（緊急地域）
○イオンタウン千種・メガロス千種

【名古屋臨海地域】（緊急地域）
○みなとアクルス
○Maker’s Pier

【京都駅周辺地域】（緊急地域）
○イオンモールKYOTO

錦三丁目25番街区計画

認定民間都市再生事業計画（166計画）
令和６年７月23日現在

※ 枠内 は令和６年7月１日以降竣工予定の19計画 （都内除く）
●印は現在特定地域の60計画（都内除く）

○印は現在緊急地域の28計画（都内除く）

【札幌都心地域】（特定地域）
●札幌三井JPビルディング（赤レンガテラス）

【大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域】
（特定地域／緊急地域）
●大阪ステーションシティ
●グランフロント大阪
●梅田阪急ビル
●ダイビル本館
●中之島フェスティバルタワー
○新ダイビル
●中之島フェスティバルタワー・ウェスト
●三菱東京UFJ銀行大阪ビル
○ヨドバシ梅田タワー
●大阪神ビルディング、新阪急ビル
●うめきた2期地区開発プロジェクト
●大阪駅西北ビル開発事業
●中之島Multi-links
●淀屋橋駅東地区都市再生事業

【難波・湊町地域】（緊急地域）
○なんばパークス
○南海なんば第１ビル
○なんばスカイオ

【阿倍野地域】（緊急地域）
○あべのハルカス

【堺臨海地域】（緊急地域）
○堺浜シーサイドステージ

【千里中央駅周辺地域】（緊急地域）
○千里中央病院
○SENRITO よみうり

【守口大日地域】（緊急地域）
○イオンモール大日

【大阪ビジネスパーク駅・天満橋駅周辺地域】
（緊急地域）
○読売テレビ

あべのハルカス

【長崎中央地域】（緊急地域）
○アミュプラザ長崎新館、長崎マリオットホテル
○長崎スタジアムシティプロジェクト

【福岡都心地域】（特定地域）
●天神地下街
●天神ビジネスセンタープロジェクト
●福岡大名 ガーデンシティ
●福ビル街区建替プロジェクト
●天神ビジネスセンター2期プロジェクト
●Walkプロジェクト新築工事
●（仮称）天神 1-7 計画

【広島都心地域】（特定地域）
●イズミ新本社ビル
●広島テレビ放送本社・エネコム広島ビル
●広島駅ビル建替え計画
●基町相生通地区第一種市街地再開発事業
●広島銀行新本店建替えプロジェクト

【高松駅周辺・丸亀町地域】（緊急地域）
○高松丸亀町商店街

【神戸都心・臨海地域】（特定地域／緊急地域）
●ミント神戸
●阪急ビル
○新港突堤西地区(第1突堤基部)再開発事業
○新港突堤西地区（第２突堤）再開発事業
●（仮称）三宮駅第２地区都市再生事業

【仙台都心地域】（特定地域）
●ヨドバシ仙台第１ビル

【岡山駅周辺・表町地域】（緊急地域）
○イオンモール岡山

横浜旧市庁舎街区活用事業

認定民間都市再生事業計画の件数（東京都以外）
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都市再生促進税制

支援事業の例都市再生緊急整備地域一覧
【都市再生緊急整備地域】

長崎県長崎市

【所得税・法人税】
５年間2.5割増償却（５割増償却）

【登録免許税】
建物の保存登記：0.4％→0.35％（0.2％）

【不動産取得税】 課税標準1/5控除 （1/2控除）
（上記を参酌基準とし、1/10～3/10（2/5～3/5）の範囲内で都道府県の条例で定める割合を控除）

【固定資産税・都市計画税】 課税標準を５年間3/5に軽減（1/2に軽減）
（上記を参酌基準とし、1/2～7/10（2/5～3/5）の範囲内で市町村の条例で定める割合に軽減）

※(      ) 内は特定都市再生緊急整備地域内の場合○認定民間都市再生事業の施行に伴い取得する建築物等について、以下の特例を講じる。
特例措置の内容（～令和８年３月31日）

建築物

建築物

土地・建築物

公共施設等

〇オフィス・商業・ホテル・アリーナ・
スタジアム等の複合開発により
多くの人々を集積

⇒地域経済の活性化をけん引

〇スポーツや音楽コンサートなどの
様々なイベントの実施

⇒地域の賑わい創出

※パースは事業者より提供

常盤橋街区再開発プロジェクト

【特定都市再生緊急整備地域】

大阪府大阪市

〇ハイグレードホテル・国際会議場・
ホール等の一体的な整備

⇒国際競争力の強化

〇商業・居住・ホテル・エンタメ等の
多機能複合型の開発

⇒多様なライフスタイルへの対応

〇地方都市の魅力を世界に発信
⇒地方の活性化への寄与

〇多様なスタートアップ企業等の
交流・連携を支援

⇒イノベーションの創出

〇大規模な広場・緑地等の
オープンスペースを創出

⇒都市の過密解消・ゆとりの創出

東京都千代田区

うめきた２期開発事業 長崎スタジアムシティプロジェクト

○ 都市再生緊急整備地域等において、国土交通大臣の認定を受けた優良な民間都市開発プロジェクト
（認定民間都市再生事業）に係る税制の特例措置を講じる。

都市再生緊急整備地域：５２地域

令和６年３月31日時点
特定都市再生緊急整備地域：１５地域
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【東京都心・臨海地域】
（特定地域）
●丸の内トラストシティ
●大手町フィナンシャルシティ他
●丸の内パークビルディング
●大手町タワー
●コレド室町
●三越銀座店
●清水建設新本社
●ＪＰタワー
●明治屋・京橋エドグラン
●歌舞伎座タワー
●東京スクエアガーデン
●新鉄鋼ビル
●銀座松坂屋
●東京日本橋タワー他
●大手町パークビルディング
●世界貿易ｾﾝﾀ-ﾋﾞﾙ他
●東京ミッドタウン日比谷
●虎の門病院他
●東京商工会議所他
●東京ポートシティ竹芝
●東京ワールドゲート
●虎ノ門ビジネスタワー他
●OTEMACHI ONE
●八重洲一丁目６地区
●ミッドタウン八重洲
●アーティゾン美術館他

●八重洲二丁目中地区
●麻布台ヒルズ
●日本橋三井タワー
●芝浦一丁目地区
●虎ノ門ステーションタワー
●赤坂二丁目地区
●八重洲一丁目北地区
●日本橋室町一丁目地区
●虎ノ門一丁目東地区
●赤坂二・六丁目地区
●日本橋一丁目東地区
●日本橋一丁目1・2番地区
●京橋三丁目東地区
●六本木五丁目西地区
【秋葉原・神田地域】
（緊急地域）
○ワテラス ○御茶ノ水ソラシティ
○三井住友海上駿河台新館
○内神田一丁目地区
【池袋駅周辺地域】
（特定地域）
●東池袋一丁目地区
【品川駅・田町駅周辺地
域】（特定地域）
●品川駅北周辺地区
●品川駅街区地区
●森永プラザビル

都市再生特別地区の適用を受けた民間都市開発事業（133件）
令和６年９月3０日現在

●印は現在特定地域の100計画、○印は現在緊急地域の33計画（廃番２計画）

【仙台都心地域】（特定地域/緊急地域）
●仙台ファーストタワー ●電力ビル
●東京建物仙台ビル ●仙台第一生命ビルディング
●アーバンネット仙台中央ビル 仙台ファーストタワー

【新宿駅周辺地域】（特定地域）
●新宿モード学園 ●歌舞伎町一丁目地区
●新宿駅西口地区 ●新宿駅西南口地区
【渋谷駅周辺地域】（特定地域）
●渋谷ヒカリエ ●渋谷スクランブルスクエア等
●渋谷ストリ-ム ●渋谷サクラステージ
●渋谷パルコ ●渋谷二丁目西地区
●宮益坂地区
【大崎駅周辺地域】
（緊急地域）
○シンクパークタワー
○大崎ウエストシティタワーズ
○パークシティ大崎 ザ タワー シンクパークタワー

【札幌都心地域】（特定地域）
●日本生命札幌ビル ●札幌三井JPビルディング
●南２西３南西地区市街地再開発事業
●さっぽろ創生スクエア ●北４西３地区
●札幌駅周辺地区 ●大通西４南地区

【名古屋駅周辺・伏見・栄地域】
（特定地域）
●ミッドランドスクエア
●モード学園スパイラルタワーズ
●名古屋市ささしまグローバルゲート
●JRゲートタワー
●大名古屋ビルヂング
●シンフォニ-豊田ビル
●アーバンネット名古屋ネクスタビル
●中日ビル
●錦三丁目25番地区

ミッドランドスクエア

【岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域】
（緊急地域）
○岐阜高島屋

【神戸三宮駅周辺・臨海地域】
（特定地域/緊急地域）
●ミント神戸 ○新港町西地区
●神戸三宮雲井通5丁目地区 ●三宮駅前第2地区
●加納町6丁目地区 【福井駅周辺地域】

（緊急地域）
○福井駅前電車通り北地区

【大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域】
（特定地域／緊急地域）
●大阪神ビル、新阪急ビル（立体道路活用）
●大丸心斎橋店（立体道路活用）
●梅田阪急ビル
●大阪ステーションシティ
●グランフロント大阪
●大阪中央郵便局他
●淀屋橋ODONA
●淀屋橋駅西地区
●淀屋橋駅東地区
●積水ハウス御堂筋本町ビル
●中之島フェスティバルタワー
●日本生命東館
●三菱東京UFJ銀行大阪ビル
●うめきた2期中央地区
●大阪ガスビル
●大阪マルビル
〇ブリーゼタワー
○オリックス本町ビル
〇大阪富国生命ビル
○ヨドバシカメラ
○堂島浜一丁目地区
【大阪城公園周辺地域】（緊急地域）
○大手前一丁目地区
【難波・湊町地域】（緊急地域）
○新南海会館
【阿倍野地域】（緊急地域）
○近鉄阿部野橋ターミナルビル（あべのハルカス等）
【高槻駅周辺地域】（緊急地域）
○大阪医科大学本部キャンパス

梅田阪急ビル

【広島都心地域】（緊急地域）
○アクティブインターシティ広島
○グランクロスタワー広島
○シティ-タワ-広島
○基町相生通地区

【小倉駅周辺地域】（緊急地域）
○ガ-デンシティ小倉

【高松駅周辺・丸亀町地域】（緊急地域）
○高松丸亀町商店街
○丸亀町グリーン
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【新潟都心地域】
（緊急地域）
○新潟駅南口西地区
○西堀通５番町地区

【浜松駅周辺地域】（緊急地域）
○遠鉄百貨店新館

【大宮駅周辺地域】（緊急地域）
○大宮駅東口大門町３丁目中地区

【千葉駅周辺地域】（緊急地域）
○新日本EXビル他

【横浜山内ふ頭地域】（緊急地域）
〇マリナゲートタワー等
【横浜都心・臨海地域】（特定地域/緊急地域）
●JR横浜タワー他 ○海岸通り地区
●THE YOKOHAMA FRONT ●関内駅前地区
●みなとみらい２１中央地区52街区地区

都市再生特別地区の適用を受けた民間都市開発事業



○ 都市再生本部において、全国都市再生のための緊急措置が決定。
○ 地方都市の都市再生を推進するため、市町村を中心としたまちづくりを進めることが必要。
⇒ 都市再生整備計画や交付金等の制度を創設し、地方都市を含む全国都市再生を推進。

［H16・17］ 都市再生の地方都市への展開

都市再生整備計画
都市の再生に必要な公共公益施設の整備等を重点的に実施すべき区域を対象に、市町村が作成。
これに基づき、市町村の取組を支援（交付金等）するとともに、計画への位置付けを契機に民間の取組を促進。

民間プロジェクト（認定民間都市再生整備事業）

一体的に施行

市町村による
公共公益施設の整備 交付金による支援

都市再生整備計画

社会資本整備総合交付金（旧まちづくり交付金）

国土交通省所管の地方公共 団体向けの個別補助金を一括化

R２年度 ：7,627億円
R３年度 ：7,469億円
R４年度 ：6,093億円
R５年度 ：6,457億円
R６年度 ：5,051億円
※R2∼R5年度は補正予算込
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［H16・17］ 都市再生の地方都市への展開 （事例）

福島県いわき市（いわき駅前地区の活性化）
市街地の空洞化に悩むいわき駅前において、南北自由通路やイベ
ント実施等も可能な駅前広場の整備により、交通結節機能やまち
の賑わいを強化。
また、木造建築物が密集していた区域において、市街地再開発事
業を行い、駅前の商業・業務機能の増大に寄与

愛知県犬山市（犬山城を核とした歴史まちづくり）
国宝犬山城の周辺地域において、古い街なみを活かしつつ道路
美装化や景観助成等を実施し、観光客の増加・まちの活性化に
寄与。
また、平成21年には歴史的風致維持向上計画の認定を受け、
歴史まちづくりに継続的に取り組んでいる。

支援制度
まちづくり交付金 等予算
まち再生出資（ラトブ）金融

計画期間：平成16年度～平成20年度
都市再生整備計画

支援制度
まちづくり交付金、街なみ環境整備事業 等予算

計画期間：平成31年度～令和5年度
都市再生整備計画

古い街なみを
活かした

道路美装化

▼賑わいを取り戻した城下町

▼南北自由通路 ▼駅前広場 イベント時の様子
（いわき駅前サンシャインマルシェ）

いわき駅前地区第一種市街地再開発事業
（ラトブ）
平成19年７月 民間都市再生整備事業計画認定
平成19年10月 竣工・開業

主な用途：店舗、事務所、図書館

民間事業

公共事業
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【東京都】
○篠崎駅西口公益複合施設プロジェクト
○ (仮称)業平橋押上地区開発計画(新タワー計画)
○勝どき一丁目地区プロジェクト
○ （仮称）中野プロジェクト

【埼玉県】
○鴻巣駅東口A地区第一種市街地再開発事業

【富山県】
○総曲輪通り南地区第一種市街地再開発事業
○（仮称）魚津駅南インテリジェントビル整備計画
○氷見市ひみ番屋街・総湯整備事業

【福島県】
○いわき駅前地区第一種市街地再開発事業

【群馬県】
○（仮称）伊勢崎東部ショッピングモール計画

【石川県】
○片山津ホテルながやま再生事業計画
○武蔵ヶ辻第四地区第一種市街地再開発事業
○山代温泉山下家再生事業計画
○片町Ａ地区第一種市街地再開発事業
○小松駅南ブロック複合施設建設事業

【宮崎県】
○宮崎駅西口拠点施設整備事業

【沖縄県】
○牧志・安里地区第一種市街地再開発事業

認定民間都市再生整備事業計画（52計画）
令和６年3月31日現在

※ 枠内 は令和6年4月1日以降竣工予定の1計画

【長崎県】
○栄・常盤地区第一種市街地再開発事業

【茨城県】
○ホテルグリーンコア坂東建設計画

【北海道】
○新函館北斗駅前地区第一街区新函館北斗駅前ビル計画
○北海道ボールパーク（仮称）建設計画

【佐賀県】
○オン・ザ・ルーフビルディングリノ
ベーション計画

【香川県】
○（仮称）四国水族館計画

【愛知県】
○豊田市駅前通り南地区第一種市街地再開発事業
○名古屋伏見プロジェクト

【静岡県】
○磐田駅前地区第一種市街地再開発事業
○掛川駅前東街区第一種市街地再開発事業

【長野県】
○飯田市橋南第二地区第一種市街地再開発事業
○りんご並木商業施設（りんご並木横丁）等整備事業

【広島県】
○恋しき保存再生計画
○若草町地区第一種市街地再開発事業
○東桜町地区第一種市街地再開発事業
○（仮称）瀬戸田ホテル建設計画

【鹿児島県】
○商業施設（仮称）天文館シネマ建設事業
○旧鹿屋市立菅原小学校活用ユクサおおすみ海の学
校設立計画

【兵庫県】
○仮称「神戸低侵襲がん医療センター」建設事業

【愛媛県】
○二番町三丁目南地区優良建築物等整備事業

【福岡県】
○（仮称）タンガテーブルプロジェクト
○舞鶴オフィスプロジェクト

【大阪府】
○ホテルWBFグランデ関西エアポート計画
○大正リバービレッジプロジェクト

【熊本県】
○熊本城桜の馬場飲食物販施設設置事業

【岡山県】
○新津山国際ホテル建設事業

【青森県】
○青森食文化再活性化事業‐「百代」リニューアル計画‐

【岩手県】
○オガールプラザ整備事業
○（仮称）大船渡温泉新築工事
○オガールセンター整備事業

【宮城県】
○ （仮称）仙台共同ビル計画
○仙台市五橋三丁目マンション計画
○仙台水族館（仮称）プロジェクト

【栃木県】
○宇都宮馬場通り中央地区第一種市街地再開発事業

認定民間都市再生整備事業計画（まち認定）の一覧

【奈良県】

○旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業
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○ アジア諸都市の台頭により、我が国の国際競争力が相対的に低下
○ 少子高齢化や人口減少に対応し、都市の魅力を向上することが必要
⇒ 特定都市再生緊急整備地域を創設し、大都市において国際競争力の強化を図る都市再生を推進。

まちづくりに民間主体の参画を促し、官民連携のまちづくりを推進することで、都市の魅力を向上。

・指定対象にまちづくり会社を追加
・都市再生整備計画の提案権を付与

・まちのにぎわい・交流の場を創出する広場等について、
居住環境の向上にも資するよう、地域住民が自主的な管理

・都市再生整備計画の区域内において、
オープンカフェ、広告版等の占用基準を緩和

道路空間の有効利用によるまちのにぎわい・交流の場の創出

・都市再生特別地区において、道路の上空等を利用した建築物の建築を可能に

・大臣認定の処理期間を短縮（3カ月→45日）

［H23］大都市の国際競争力強化と都市の魅力向上

大都市の国際競争力強化の観点から政令で指定

・国･地方･民間の三者による官民協議会が作成(PPP)
・事業の内容、実施主体、実施期間等を明記

＊都市拠点インフラ（国際空港へのアクセス改善等)の整備に係る予算支援の創設

特定都市再生緊急整備地域の指定

○民間都市開発プロジェクトの許認可等の手続をワンストップ化
○民間都市開発プロジェクトの実施に必要な都市計画決定の迅速化
○下水の未利用エネルギーを民間利用するための規制緩和

整備計画に基づく特例

都市の国際競争力強化
民間都市開発プロジェクトを強力に推進し、都市の国際競争

力を強化。

官民連携による整備計画

民間都市開発プロジェクトの認定の迅速化

道路の上空利用のための規制緩和

都市の魅力向上
にぎわい・交流の創出のため、まちづくりへの民間主体の参画を

促し、都市の魅力を向上。

にぎわい・交流の創出のための道路占用許可の特例

にぎわい・交流の創出のための民間協定制度の創設（都市利便増進協定）

・まちづくり団体も参加し、ノウハウを提供
・国･自治体が必要なサポートを実施

都市再生推進法人制度の拡充
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［H23］大都市の国際競争力強化 （事例）

東京都渋谷区（渋谷駅周辺）
渋谷駅周辺において、駅の機能更新とあわせて土地区画整理事業により民間敷地等を整形・再編し、駅前広場や通路等の公共空
間を創出。世界に開かれた文化・交流・発信機能、クリエイティブ産業の先進的業務機能、産業育成機能、観光・宿泊機能などの集
積により、国際競争力と生産性の高い都市の構築を図る。

渋谷駅周辺の地価の推移
（百万円）

地価

取組の効果

提供：渋谷駅前エリアマネジメント協議会

渋谷
スクランブル

スクエア

渋谷
ストリーム渋谷

ヒカリエ

渋谷
フクラス

東口
広場

渋谷
サクラステージ

自由通路

 区画整理

▼複雑・輻輳化していた渋谷駅周辺

渋谷駅
○国際競争拠点都市整備事業
（土地区画整理事業等）

○市街地再開発事業
○都市・地域交通戦略推進事業
等にて都市基盤整備を支援。

優良な民間都市開発事業として民間都市再生
事業計画を大臣認定することで、金融・税制支援
を実施。
○渋谷スクランブルスクエア
○渋谷キャスト
○渋谷ストリーム 等

民間都市開発基盤整備
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言発出

※現時点でのイメージであり、今後の検討により変更される可能性があります。



［H23］大都市の国際競争力強化 （事例）

東京都中央区（八重洲地区）
東京駅周辺の本地域において、交通結節機能の更なる強化や大街区化等と併せて、生活環境を備えた国際的なビジネス・交流拠点
の形成、及び本社機能の高度な集積や国内外へのアクセスなどを活かし、国際競争力向上に資する先進的なビジネス支援機能の導
入促進と外国人が住みやすい居住環境の充実などの一体的な推進を図る。

東京駅前八重洲
一丁目東Ｂ地区

（R7年度竣工予定）
八重洲二丁目北地区

（R4年度竣工）
八重洲二丁目中地区
（R10年度竣工予定）

【位置図】 【事業概要】

・再開発組合が、民間
敷地内において市街
地再開発事業を実施

・URが３つの再開発事
業で段階的に整備さ
れるバスターミナル床
を一体的に保有し、
運営者へ賃貸するこ
とにより一体的な管理
運営を実施

○国際競争拠点都市整備事業
（バスターミナル等）

○市街地再開発事業
等にて都市基盤整備を支援。

基盤整備
優良な民間都市開発事業とし
て大臣認定し、金融支援（メ
ザニン支援）を実施。
○東京駅前八重洲一丁目東
B地区

民間都市開発

出典：UR都市機構HP
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大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域（大阪駅周辺）（平成25年4月19日）
京都駅周辺地域（平成25年12月19日）
名古屋駅周辺・伏見・栄地域（名古屋駅周辺地区）（平成26年2月13日）
川崎駅周辺地域（平成26年3月17日）
横浜都心・臨海地域（横浜駅周辺地区）（平成26年3月24日）
札幌都心地域（平成26年3月25日）
新宿駅周辺地域（平成26年3月27日）
大阪コスモスクエア駅周辺地域（平成26年8月6日）
東京都心・臨海地域（大丸有地区）（平成27年3月26日）
大阪京橋駅・大阪ビジネスパーク駅周辺・天満橋駅周辺地域（大阪ビジネスパーク駅周辺）
（平成27年3月27日）
東京都心・臨海地域（浜松町駅・竹芝駅周辺地区）（平成28年2月2日）
本厚木駅周辺地域（平成28年3月10日）
渋谷駅周辺地域（平成28年3月18日）
福岡都心地域（平成28年3月25日）
大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域（中之島）（平成28年6月24日）
池袋駅周辺地域（平成28年12月26日）
神戸三宮駅周辺・臨海地域（平成29年3月24日）
横浜都心・臨海地域（みなとみらい21地区）（平成29年10月13日）
千里中央駅周辺地域（平成30年1月22日）
大崎駅周辺地域（平成30年1月31日）
東京都心・臨海地域（日本橋室町周辺地区）（平成30年3月29日）
東京都心・臨海地域（虎ノ門地区）（平成31年2月5日）
大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域（御堂筋周辺）（平成31年3月26日）
大宮駅周辺地域（平成31年3月26日）
さいたま新都心駅周辺地域（平成31年3月26日）
東京都心・臨海地域（八重洲地区）（令和2年3月27日）
品川駅・田町駅周辺地域（令和4年1月14日）
広島都心地域（令和4年3月17日）
名古屋駅周辺・伏見・栄地域（伏見・栄地区）（令和4年3月25日）

令和６年３月末時点（国土交通省都市局調べ）

柏駅周辺地域（平成25年6月5日）
立川駅周辺地域（平成25年8月6日）
北千住駅周辺地域（平成25年12月18日）
藤沢駅周辺地域（平成26年1月21日）
吉祥寺駅周辺地域（平成26年3月24日）
綾瀬駅周辺地域（平成27年3月4日）
上野駅周辺地域（平成27年9月29日）
仙台駅周辺地域（平成27年12月3日）
大井町駅周辺地域（平成28年2月24日）
武蔵小杉駅周辺地域（平成28年3月23日）
西船橋駅周辺地域（平成28年6月17日）
船橋駅周辺地域（平成28年6月17日）
中野駅周辺地域（平成28年7月20日）
名古屋臨海地域（平成29年2月1日）
目黒駅周辺地域（平成29年2月23日）
松戸駅周辺地域（平成29年7月21日）
豊橋駅周辺地域※3 （平成30年1月23日）
原宿・表参道駅周辺地域（平成30年2月7日）
溝の口駅周辺地域（平成30年3月1日）
荻窪駅周辺地域※3 （平成31年3月18日）
新大阪駅周辺地域（平成31年3月22日）
恵比寿駅周辺地域（平成31年3月27日）
町田駅周辺地域（令和2年2月19日）
金山駅周辺地域（令和2年3月18日）
中目黒駅周辺地域（令和2年3月）
熊本駅周辺地域※3 （令和3年3月2日）

《作成済：29計画》

［H24］都市再生安全確保計画・エリア防災計画の作成

都市再生安全確保計画※1 エリア防災計画※2

《作成済：26計画》

《指定解除による任意計画：1計画》
辻堂駅周辺地域（平成27年3月18日）※指定解除により現在は任意計画

※1 都市再生特別措置法の都市再生緊急整備地域において、都市再生緊急整備協議会に
より作成される大規模な地震が発生した場合における滞在者等の安全の確保を図るために必
要な退避経路、退避施設、備蓄倉庫その他の施設の整備等に関する計画

※2 帰宅困難者対策協議会により作成される都市再生安全確保計画に準じた計画
※3 中心駅を対象とした計画
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19

関係省庁で構成されたコンパクトシティ形成支援チーム （2015.3設置）等により、省庁横断的に市町村の取組を支援関係省庁で構成されたコンパクトシティ形成支援チーム （2015.3設置）等により、省庁横断的に市町村の取組を支援

○ 地域経済の衰退
・ 地域の産業停滞、企業撤退
・ 低未利用地や空き店舗の増加

○ 都市の生活を支える機能の低下
・ 医療・福祉・商業等の生活サービスの維持が困難
・ 公共交通ネットワークの縮小・サービス水準の低下

○ 厳しい財政状況
・ 社会保障費の増加
・ インフラの老朽化対応

○ 人口減少・高齢者の増加
○ 拡散した市街地
○ 頻発・激甚化する自然災害

都市を取り巻く状況

○都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに
誘導する施設（福祉・医療等）を設定

○都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに
誘導する施設（福祉・医療等）を設定

○居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持するエリアを
設定

○居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持するエリアを
設定

立地適正化計画 地域公共交通計画

計画策定や都市機能の集約につながる施設整備
に対し、
• コンパクトシティ形成支援事業、
• 都市構造再編集中支援事業等で支援

○地域公共交通利便増進実施計画
・路線等の見直し
・等間隔運行、定額制乗り放題運賃等の
サービスを促進 等

○地域公共交通利便増進実施計画
・路線等の見直し
・等間隔運行、定額制乗り放題運賃等の
サービスを促進 等

○ 平成26年から生活サービス機能と居住を中心拠点や生活拠点に誘導し、公共交通で結ぶ「コンパクト・プラス・
ネットワーク」の取組を進めている。

○地域旅客運送サービス継続実施計画
地域公共交通の維持が困難な場合に、地
方公共団体が関係者と協議の上、公募に
より新たなサービス提供者を選定

○地域旅客運送サービス継続実施計画
地域公共交通の維持が困難な場合に、地
方公共団体が関係者と協議の上、公募に
より新たなサービス提供者を選定

地方公共団体が中心となった地域公共交通ネット
ワークの形成の促進

改正地域公共交通活性化再生法
（令和5年10月1日施行）

改正都市再生特別措置法
（平成26年8月1日施行）

○ 都市部での甚大な災害発生
・ 被害額の増加、都市機能の喪失

コンパクトシティ ネットワーク＋

［H26］コンパクト・プラス・ネットワークの推進



○747都市が立地適正化計画について具体的な取組を行っている。 （令和6年3月31日時点）
○このうち、568都市が計画を作成・公表。

［H26］立地適正化計画の作成

令和6年3月31日までに立地適正化計画を作成・公表の都市（黒字：568都市）。うち、防災指針を作成・公表の都市（黒太字◎：291都市）。都市機能誘導区域のみ設定した市町村（斜字：2都市）

合計
747都市

○○市

○○市◎

○○市

立地適正化計画を
作成・公表済み

防災指針を含む
立地適正化計画を
作成・公表済み

立地適正化計画を
作成中・作成予定

凡例

北海道 青森県 山形市◎ 牛久市 明和町 千葉市◎ 三条市 高浜町 熱海市 蟹江町 貝塚市◎ 王寺町 北広島町 土佐市 大津町
札幌市 青森市 米沢市 つくば市 千代田町 銚子市 柏崎市◎ 山梨県 三島市 東浦町◎ 守口市◎ 広陵町◎ 世羅町 須崎市 益城町◎
函館市◎ 弘前市 鶴岡市 ひたちなか市◎ 大泉町 船橋市 新発田市◎ 甲府市 伊東市◎ 三重県 枚方市◎ 和歌山県 山口県 四万十市 大分県
小樽市 八戸市◎ 酒田市 鹿嶋市 邑楽町 館山市 小千谷市 都留市 島田市◎ 津市 茨木市 和歌山市 下関市 いの町◎ 大分市◎
旭川市 黒石市 新庄市 守谷市 埼玉県 木更津市◎ 加茂市 山梨市 富士市◎ 四日市市 八尾市◎ 海南市 宇部市 福岡県 別府市
室蘭市◎ 五所川原市 寒河江市 常陸大宮市 さいたま市 松戸市 十日町市 大月市◎ 磐田市 伊勢市◎ 富田林市◎ 有田市 山口市 北九州市◎ 中津市◎
釧路市 十和田市 上山市◎ 那珂市◎ 川越市 野田市 見附市 甲斐市◎ 焼津市◎ 松阪市 寝屋川市 新宮市 萩市 大牟田市 佐伯市◎
北見市◎ むつ市◎ 村山市 坂東市 熊谷市◎ 成田市◎ 村上市 笛吹市 掛川市 桑名市 河内長野市◎ 湯浅町 防府市 久留米市◎ 臼杵市
夕張市◎ つがる市 長井市 かすみがうら市 行田市◎ 佐倉市◎ 燕市 上野原市 藤枝市 名張市 大東市◎ 鳥取県 下松市◎ 直方市◎ 津久見市◎
岩見沢市 平川市 天童市 神栖市◎ 秩父市◎ 東金市 糸魚川市 甲州市 袋井市 亀山市 和泉市 米子市◎ 岩国市 飯塚市 竹田市◎
網走市◎ 田舎館村◎ 東根市 行方市 所沢市 習志野市◎ 妙高市 長野県 下田市◎ 鳥羽市 箕面市 智頭町 光市※ 田川市 豊後高田市
苫小牧市◎ 野辺地町◎ 尾花沢市◎ 鉾田市◎ 飯能市 柏市◎ 五泉市 長野市◎ 裾野市 熊野市 門真市◎ 島根県 柳井市◎ 柳川市 杵築市
稚内市◎ 七戸町◎ 南陽市◎ つくばみらい市 本庄市◎ 市原市◎ 上越市 松本市 湖西市 志摩市 摂津市◎ 松江市◎ 美祢市 八女市◎ 宇佐市◎
美唄市 おいらせ町◎ 中山町 小美玉市 東松山市 流山市 阿賀野市◎ 上田市◎ 伊豆市◎ 伊賀市◎ 高石市◎ 益田市◎ 周南市 筑後市 豊後大野市◎
芦別市◎ 五戸町◎ 河北町 茨城町◎ 春日部市◎ 君津市◎ 魚沼市◎ 岡谷市 菊川市 東員町 藤井寺市 大田市 山陽小野田市 大川市 由布市
江別市 階上町◎ 大江町◎ 大洗町 狭山市 匝瑳市 南魚沼市◎ 飯田市 伊豆の国市 朝日町 東大阪市◎ 江津市 徳島県 行橋市 国東市◎
士別市 岩手県 大石田町◎ 城里町 羽生市 酒々井町◎ 胎内市 諏訪市 牧之原市 多気町 大阪狭山市 雲南市◎ 徳島市◎ 小郡市◎ 日出町
名寄市 盛岡市◎ 真室川町◎ 東海村 鴻巣市 栄町◎ 田上町 須坂市◎ 函南町 明和町 阪南市 奥出雲町 鳴門市◎ 春日市◎ 玖珠町
三笠市◎ 宮古市 高畠町◎ 大子町◎ 深谷市 芝山町 湯沢町 小諸市 清水町◎ 滋賀県 島本町 川本町 小松島市 宗像市 宮崎県
千歳市◎ 大船渡市 川西町◎ 阿見町 草加市◎ 一宮町 富山県 伊那市◎ 長泉町◎ 大津市 忠岡町◎ 隠岐の島町◎ 阿南市 太宰府市 宮崎市◎
滝川市◎ 花巻市◎ 小国町 境町 蕨市◎ 長生村 富山市◎ 駒ヶ根市 森町 彦根市◎ 熊取町◎ 岡山県 吉野川市◎ 古賀市 都城市
歌志内市◎ 北上市◎ 白鷹町◎ 栃木県 戸田市 東京都 高岡市 中野市◎ 愛知県 長浜市 兵庫県 岡山市 三好市 宮若市 延岡市
深川市 二戸市◎ 福島県 宇都宮市◎ 入間市 八王子市 魚津市 大町市◎ 名古屋市◎ 近江八幡市◎ 神戸市 倉敷市◎ 美波町◎ 朝倉市 日南市
富良野市◎ 八幡平市 福島市 足利市◎ 朝霞市◎ 三鷹市 氷見市 飯山市◎ 豊橋市◎ 草津市◎ 姫路市◎ 津山市 香川県 那珂川市◎ 小林市
登別市◎ 奥州市◎ 会津若松市◎ 栃木市 志木市 調布市◎ 滑川市 茅野市 岡崎市◎ 守山市 尼崎市 玉野市 高松市 新宮町 日向市◎
北広島市◎ 雫石町◎ 郡山市◎ 佐野市◎ 和光市 町田市 黒部市◎ 塩尻市 一宮市 栗東市 明石市◎ 笠岡市◎ 丸亀市◎ 岡垣町◎ 串間市
石狩市 岩手町 いわき市 鹿沼市◎ 新座市 日野市 小矢部市 佐久市◎ 瀬戸市◎ 甲賀市 西宮市 総社市 坂出市 遠賀町 西都市◎
当別町 紫波町 白河市◎ 日光市 桶川市 福生市◎ 射水市◎ 千曲市 半田市 野洲市◎ 洲本市◎ 高梁市◎ 善通寺市 鞍手町◎ 三股町
福島町 山田町◎ 須賀川市◎ 小山市 久喜市 狛江市◎ 立山町 安曇野市◎ 春日井市◎ 湖南市◎ 加古川市◎ 新見市◎ 観音寺市 佐賀県 国富町
七飯町◎ 一戸町 喜多方市 真岡市 北本市 東大和市 入善町 御代田町◎ 豊川市 東近江市 西脇市 備前市◎ さぬき市◎ 佐賀市 綾町◎
八雲町 宮城県 二本松市◎ 大田原市 八潮市 武蔵村山市 朝日町◎ 下諏訪町 津島市◎ 愛荘町◎ 宝塚市◎ 赤磐市◎ 三豊市◎ 唐津市 新富町
長万部町◎ 仙台市◎ 田村市◎ 矢板市◎ 蓮田市◎ 西東京市◎ 石川県 富士見町 刈谷市 京都府 三木市 浅口市 土庄町 伊万里市 川南町◎
江差町 石巻市 国見町 那須塩原市 坂戸市 瑞穂町 金沢市◎ ｙ 飯島町 豊田市◎ 京都市 高砂市 早島町 多度津町 武雄市◎ 都農町
倶知安町 気仙沼市 大玉村 さくら市 幸手市 神奈川県 小松市 高森町 安城市 福知山市◎ 朝来市◎ 矢掛町◎ 愛媛県 鹿島市 高千穂町◎
岩内町 名取市 猪苗代町 那須烏山市 鶴ヶ島市 川崎市 輪島市 白馬村 西尾市◎ 舞鶴市 たつの市 鏡野町 松山市 小城市 鹿児島県
古平町 白石市 泉崎村 下野市◎ 日高市 相模原市 加賀市◎ 坂城町◎ 蒲郡市 綾部市◎ 播磨町 広島県 今治市 嬉野市 鹿児島市◎
余市町◎ 登米市◎ 矢吹町 益子町◎ ふじみ野市 横須賀市◎ 羽咋市 岐阜県 犬山市◎ 宇治市◎ 福崎町 広島市 宇和島市 基山町◎ 鹿屋市◎
南幌町◎ 栗原市◎ 小野町 茂木町 白岡市◎ 平塚市 白山市 岐阜市 江南市 亀岡市 太子町 呉市 八幡浜市 長崎県 指宿市
長沼町 大崎市 茨城県 芳賀町 三芳町◎ 鎌倉市◎ 野々市市 大垣市 小牧市 城陽市 奈良県 竹原市 新居浜市 長崎市◎ 西之表市◎
栗山町◎ 富谷市◎ 水戸市 群馬県 毛呂山町 藤沢市◎ 内灘町 多治見市◎ 新城市◎ 向日市 奈良市 三原市 西条市 佐世保市◎ 薩摩川内市◎
鷹栖町 柴田町◎ 日立市 前橋市 越生町 小田原市◎ 穴水町 関市◎ 東海市◎ 長岡京市◎ 大和高田市 尾道市 大洲市 大村市◎ 日置市
東神楽町 山元町 土浦市◎ 高崎市 嵐山町 逗子市◎ 福井県 中津川市 大府市◎ 八幡市 大和郡山市◎ 福山市 伊予市◎ 松浦市 曽於市
美瑛町 女川町 古河市 桐生市 小川町 三浦市 福井市 瑞浪市 知多市◎ 京田辺市 天理市 府中市 四国中央市◎ 対馬市◎ 霧島市◎
美深町 秋田県 石岡市◎ 伊勢崎市 鳩山町◎ 秦野市 敦賀市 恵那市 知立市◎ 南丹市 桜井市 三次市 西予市 南島原市 いちき串木野市

美幌町 秋田市 結城市◎ 太田市 小鹿野町 厚木市◎ 小浜市 美濃加茂市 尾張旭市◎ 精華町 五條市 庄原市◎ 東温市 時津町 南さつま市
斜里町 能代市◎ 龍ケ崎市 沼田市 美里町 大和市 大野市 各務原市◎ 豊明市 大阪府 御所市 大竹市◎ 久万高原町◎ 熊本県 奄美市
白老町◎ 横手市◎ 下妻市 館林市 神川町 伊勢原市◎ 勝山市◎ 下呂市 日進市 堺市 生駒市 東広島市◎ 松前町 熊本市◎ 姶良市
厚真町◎ 大館市 常総市◎ 渋川市◎ 上里町◎ 海老名市◎ 鯖江市 安八町 田原市◎ 岸和田市 香芝市 廿日市市 内子町 八代市 徳之島町◎
安平町 湯沢市 常陸太田市 藤岡市 寄居町◎ 南足柄市◎ あわら市 大野町 清須市 豊中市◎ 葛城市◎ 安芸高田市 鬼北町 人吉市◎ 沖縄県
むかわ町 由利本荘市 高萩市※ 富岡市 宮代町◎ 松田町◎ 越前市 静岡県 北名古屋市◎ 池田市 宇陀市 府中町 愛南町 荒尾市 那覇市
新得町◎ 大仙市 北茨城市 安中市 杉戸町◎ 新潟県 坂井市◎ 静岡市◎ 弥富市 吹田市◎ 平群町 海田町◎ 高知県 玉名市◎ 石垣市◎
芽室町 小坂町◎ 笠間市 みどり市 松伏町 新潟市 越前町 浜松市 長久手市 泉大津市◎ 川西町 熊野町◎ 高知市◎ 菊池市 浦添市
弟子屈町◎ 山形県 取手市 吉岡町 千葉県 長岡市◎ 美浜町 沼津市◎ 東郷町 高槻市◎ 田原本町 坂町 南国市◎ 宇城市◎ 20



新潟県見附市（スマートウエルネスみつけ）
空き商業施設の改修等により、まちなかへ都市機能を集積するとと
もに、健康基本条例やポイント制度の導入など、まちなかを歩きたく
なる仕組みを構築。また、コミュニティバスで都市機能の集積する拠
点と他地区を連結した。

富山県富山市（総曲輪フェリオ、駅周辺整備 等）
富山市の賑わいの中核である総曲輪地区では、老朽化した百貨店
の建替え支援や市によるガラス屋根の広場整備を行い、人々の賑わ
い・交流の場として活用されている。

富山駅周辺では、
連続立体交差・区画整理・
路面電車南北接続の
各事業により、公共交通の
利便性の向上や駅周辺の
土地利用の高度化を
図っている。

▼賑わい広場
“グランドプラザ”

▼総曲輪フェリオ
(総曲輪通り南地区第1種市街地再開発事業)

拠点 まちなかへ都市機能を集積

○空き商業施設を改修し、交流拠点として
健康運動教室、子育て支援等の機能を集積。

○まちなかにコミュニティ
銭湯を整備。

健康 歩きたくなるまちなか

○全国初の「歩こう条例」「健幸
基本条例」
○健幸ウォーキングロードなど歩
ける環境の整備

○健幸ポイント制度＊の導入
＊歩数や運動教室への参加等によりポイン
トが貯まり、地域商品券等と交換可能

交通 バスで拠点を連結

○都市機能が集積する見附地区
と他地区をコミュニティバス
で結び、回遊性を向上。

等
支援制度

まちづくり交付金、市街地再開発事業、土地区画整理事業、
都市・地域交通戦略推進事業、都市構造再編集中支援事業 等

予算

まち再生出資金融 まちづくり交付金、コンパクトシティ形成支援事業 等予算
支援制度
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ネーブルみつけ

健康運動教室 物産コーナー

子育て支援センター 市民交流コーナー

［H26］ コンパクト・プラス・ネットワークの推進（事例）

北口駅前広場（R４供用）



［R2］ウォーカブルなまちづくりの推進

○ 人口減少社会において都市の魅力・活力の低下が懸念される中、人々が集まるまちなかにおいて、魅力ある交流・
滞在空間を創出し、ゆとりとにぎわいのある人間中心の空間を作り出すことが必要
⇒ 滞在快適性等向上区域に関する制度を創設し、居心地が良く歩きたくなるまちなか創出を推進。

・メインストリート
側の駐車場の
出入口の設置
を制限民官

街路等の公共空間の改変 オープンスペースの提供・利活用

民間
空地

広場

建物低層部
街路

公園

・民間事業者に
よる公園内の
カフェ・売店等
の設置を推進

・民地のオープンス
ペース化や建物
1階部分のガラス張
り化等を行う場合
に、固定資産税を
軽減

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりのための取組
を法律・予算・税制等のパッケージにより支援

滞在快適性等向上区域

一体型滞在快適性等向上事業

・街路の広場化
等の歩行者滞
在空間の創出
を交付金等によ
り支援

予算支援

税制特例

・都市再生推進法人によるベンチの設置、
植栽等を低利貸付により支援

金融支援

法律による規制

法律による特例

・イベント実施時などに都市再生推進法人が
道路・公園の占用手続を一括して対応

法律による特例

滞在快適性等向上区域
市町村が都市再生整備計画に滞在快適性等向上区域を設定。
「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりのための取組を、法律・予算・金融・税制のパッケージで支援。
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［R2］ウォーカブル推進都市一覧（令和6年10月31日時点）

〇383都市が”WEDO”＊の考え方に共鳴し、政策実施のパートナーとして、ともに具体的な取組を進めている。（令和6年10月31日時点）
〇118市区町村がウォーカブル区域（滞在快適性等向上区域）を設定。
＊Walkable（歩きたくなる）Eyelevel（まちに開かれた1階）Diversity（多様な人の多様な用途、使い方）Open（開かれた空間が心地よい）
令和６年６月末までに、都市再生特別措置法に基づく滞在快適性等向上区域を設定した市区町村（既に都市再生整備計画の期間が終了した市区町村を含む）：

合計 383都市

※神栖市(茨城県)、奈良市(奈良県) については、ウォーカブル推進都市ではないが、滞在快適性等向上区域を設定している。

湯沢市 足利市 鶴ヶ島市 大田区 三浦市 松本市 豊橋市 彦根市 阪南市 津和野町 多度津町 熊本市 高鍋町

札幌市 鹿角市 小山市 日高市 世田谷区 厚木市 上田市 岡崎市 長浜市 熊取町 岡山県 愛媛県 荒尾市 川南町

函館市 由利本荘市 那須塩原市 ふじみ野市 渋谷区 大和市 岡谷市 一宮市 草津市 兵庫県 岡山市 松山市 菊池市 都農町

旭川市 山形県 下野市 白岡市 中野区 新潟県 諏訪市 瀬戸市 守山市 神戸市 倉敷市 大洲市 南関町 高千穂町

室蘭市 山形県 上三川町 美里町 杉並区 新潟市 小諸市 半田市 東近江市 姫路市 高梁市 内子町 益城町 鹿児島県

釧路市 山形市 群馬県 上里町 豊島区 長岡市 茅野市 春日井市 愛荘町 尼崎市 広島県 高知県 あさぎり町 鹿児島市

千歳市 福島県 前橋市 宮代町 北区 三条市 佐久市 刈谷市 京都府 西宮市 広島市 高知市 大分県 指宿市

北広島市 福島県 館林市 杉戸町 荒川区 加茂市 岐阜県 豊田市 京都市 芦屋市 呉市 南国市 大分県 薩摩川内市

黒松内町 福島市 埼玉県 松伏町 練馬区 見附市 岐阜市 安城市 長岡京市 伊丹市 竹原市 四万十市 大分市 霧島市

栗山町 会津若松市 埼玉県 千葉県 足立区 上越市 大垣市 蒲郡市 八幡市 加古川市 三原市 福岡県 別府市 南さつま市

沼田町 郡山市 さいたま市 千葉市 八王子市 南魚沼市 高山市 犬山市 南丹市 西脇市 尾道市 北九州市 中津市 姶良市

東神楽町 白河市 熊谷市 木更津市 武蔵野市 富山県 関市 新城市 久御山町 加西市 福山市 福岡市 日田市 中種子町

上士幌町 須賀川市 川口市 松戸市 三鷹市 富山市 美濃加茂市 東海市 大阪府 新温泉町 府中市 久留米市 佐伯市 沖縄県

青森県 棚倉町 秩父市 野田市 府中市 高岡市 各務原市 大府市 大阪市 奈良県 東広島市 飯塚市 臼杵市 うるま市

青森市 茨城県 所沢市 習志野市 調布市 石川県 静岡県 知多市 堺市 大和郡山市 山口県 田川市 津久見市

弘前市 水戸市 飯能市 柏市 町田市 金沢市 静岡市 知立市 岸和田市 桜井市 下関市 柳川市 竹田市

八戸市 日立市 本庄市 市原市 東村山市 小松市 浜松市 尾張旭市 豊中市 生駒市 宇部市 春日市 豊後高田市

黒石市 土浦市 東松山市 流山市 国分寺市 加賀市 沼津市 三重県 池田市 宇陀市 山口市 大野城市 杵築市

五所川原市 石岡市 春日部市 八千代市 福生市 能美市 熱海市 三重県 吹田市 田原本町 防府市 古賀市 宇佐市

十和田市 下妻市 上尾市 酒々井町 狛江市 野々市市 三島市 津市 泉大津市 上牧町 長門市 うきは市 豊後大野市

むつ市 笠間市 草加市 白子町 武蔵村山市 福井県 島田市 四日市市 高槻市 王寺町 周南市 糸島市 由布市

岩手県 取手市 戸田市 長柄町 多摩市 福井市 富士市 伊勢市 貝塚市 和歌山県 徳島県 川崎町 国東市

盛岡市 つくば市 入間市 東京都 稲城市 敦賀市 焼津市 松阪市 枚方市 和歌山市 徳島市 佐賀県 日出町

花巻市 ひたちなか市 朝霞市 東京都 神奈川県 大野市 掛川市 桑名市 茨木市 鳥取県 阿南市 佐賀県 玖珠町

宮城県 常陸大宮市 志木市 千代田区 神奈川県 鯖江市 藤枝市 鈴鹿市 八尾市 鳥取市 美波町 佐賀市 宮崎県

仙台市 那珂市 和光市 中央区 横浜市 あわら市 袋井市 名張市 富田林市 米子市 香川県 武雄市 宮崎県

石巻市 小美玉市 久喜市 港区 川崎市 越前市 下田市 亀山市 河内長野市 倉吉市 高松市 基山町 宮崎市

塩竈市 茨城町 北本市 新宿区 相模原市 山梨県 湖西市 熊野市 羽曳野市 境港市 丸亀市 上峰町 日南市

柴田町 大洗町 三郷市 台東区 鎌倉市 甲府市 伊豆の国市 朝日町 門真市 島根県 坂出市 長崎県 小林市

秋田県 境町 蓮田市 墨田区 藤沢市 長野県 愛知県 明和町 高石市 松江市 善通寺市 長崎市 西都市

秋田市 栃木県 坂戸市 品川区 小田原市 長野県 愛知県 滋賀県 東大阪市 大田市 観音寺市 佐世保市 三股町

横手市 宇都宮市 幸手市 目黒区 逗子市 長野市 名古屋市 大津市 大阪狭山市 江津市 宇多津町 熊本県 綾町

北海道

23



［R2］ウォーカブルなまちづくりの推進 （事例）

群馬県前橋市（馬場川通り整備等）
「前橋市アーバンデザイン」を策定し、民間主体のまちづくりを推進。まち
づくり組織MDC（前橋市デザインコミッション）を中心として、ウォーカブ
ルなまちづくりに向けた公共空間の整備等を民間主体で実施。

熊本県熊本市（桜町再開発等）
再開発事業によるバスターミナル等の拠点施設の整備とともに、歩
行空間の拡充、市民協働による夜間景観の形成など、ハード・ソ
フト両面からウォーカブルなまちづくりを推進。

○市街地再開発事業
バスターミナルの再整備と併せて、商業、

ホテル、住宅、ホール等の都市機能を導
入。
○道路空間再配備事業
道路の歩行空間を拡充し、周辺の公

園等と一体的に利活用。

○夜間景観魅力向上推進事業
市内各地に照明機材を持ち込み、市

民協働で魅力ある夜間景観を形成。整備前

R1.9時点（再開発事業竣工済） 竣工後

支援制度
共助推進型まちづくりファンド支援事業、都市構造再編支援
集中事業、まちなかウォーカブル推進事業 等

予算
支援制度

市街地再開発事業、暮らし・にぎわい再生事業、
都市構造再編集中支援事業、まちなかウォーカブル推進事業 等

予算

都市開発資金（市街地再開発事業等資金）金融
24

くまもと街なか広場
（令和3年11月13日供用開始）

○馬場川通りプロジェクト
通り全体が水や緑に接することができるよう川に親水デッキとベンチ・テーブルを設置。歩
道・車道の段差をなくし、かつて前橋の街並みを構成していた伝統的なレンガ舗装で統
一することで空間の拡がりとともに歩行性の向上を実現

馬場川通り
（令和6年4月14日まちびらき）

整備前

整備後

前橋市アーバンデザイン

提供：前橋市



 

都市再生推進法人の指定 （全137団体・令和6年10月末時点）

※番号は指定順
※グレー文字は解散又は指定を取り消しされた団体

22. (一社)荒井タウンマネジメント
71. ㈱街づくりまんぼう
93．女川みらい創造(株)

7. まちづくり福井㈱
102.まちづくり武生㈱

15. (一社)グランフロント大阪TMO
53. アドバンス寝屋川マネジメント㈱
86. (一社)梅田1丁目エリアマネジメント
133.一般社団法人水間門前町コ・デザイン区
135. (一社)うめきたMMO

10. 牛久都市開発㈱
47. ㈱まちみとラボ
112.つくばまちなかデザイン株式会社

6. ㈱まちづくり川越
24. (一社)美園タウンマネジメント
27. (一社)ｱｰﾊﾞﾝﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ大宮
44. 川口都市開発㈱
72. アコス㈱
73. NPO法人今様草加宿
76. ㈱まちづくり寄居
120.つなぐば家守舎株式会社

12. (一社)柏の葉ｱｰﾊﾞﾝﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ
13. (一財)柏市まちづくり公社
14. (一財)柏市みどりの基金
54. (一社)UDCKタウンマネジメント

8. (一社)大丸有まちづくり協議会
9. 秋葉原タウンマネジメント㈱
18. (一社)新宿副都心ｴﾘｱ環境改善委員会
19. (一社)有楽町駅周辺まちづくり協議会
20. (一社)日比谷エリアマネジメント
23. ㈱ジェイ・スピリット
28. (一社)新虎通りエリアマネジメント
42. (一社)渋谷駅前エリアマネジメント
48. (一社)竹芝エリアマネジメント
62. ㈱町田まちづくり公社
63. NPO法人大丸有エリアマネジメント協会
65. (一社)まちづくり府中
66. (一社)二子玉川エリアマネジメンツ
75. (一社)日本橋室町エリアマネジメント
81. (一社)武蔵野市開発公社
92 .(一社)日本橋浜町エリアマネジメント
99. (一社)小岩駅周辺地区エリアマネジメント
114.(一社)高輪ゲートウェイエリアマネジメント
123.(一社)東銀座エリアマネジメント
131.㈱まちづくり府中
134.(一社)八重洲二丁目北地区ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

1. 札幌大通まちづくり㈱
91. ㈱はこだて西部まちづく Re-Design
110. ふらのまちづくり㈱
127.㈱テシカガタウンラボ 41. ㈱キャッセン大船渡

46. ㈱こうし未来研究所

61. 新潟古町まちづくり㈱

11. 草津まちづくり㈱
17. えきまち長浜㈱
38. ㈱まちづくり大津
56. ㈱みらいもりやま21

51. ㈱PAGE
52. 神戸ハーバーランド
77. NPO法人 わくわく西灘
80. (一社)リバブルシティイニシアティブ
88. ㈱神戸ウォーターフロント開発機構
106.三田地域振興㈱

43. (一社)草薙カルテッド
67. 御伝鷹まちづくり㈱
90. (一社)伊豆長岡温泉エリアマネジメント

64. ㈱テダソチマ
111.(一社)ブルーバード
137.㈱ Discover

3. ㈱飯田まちづくりカンパニー
4. NPO法人 南信州おひさま進歩
5. NPO法人 飯田応援ネットイデア
68. ㈱まちづくり佐久

69. ㈱にぎわい宇部
122. (一社)からまち

26.柳ヶ瀬を楽しいまちにする㈱
50. 多治見まちづくり㈱
108. ㈱OUR FAVORITE CAPITAL
117. 大垣タウンマネジメント
118. ㈱岐阜まち家守
121.一般社団法人多治見市観光協会

78. おかやま未来まちづくり㈱
87. 倉敷まちづくり ㈱
95. (一社)ぷらっと西川

74. ㈱HYAKUSHO

84. NPO法人 かみのやまランドバンク

83. ㈱築切家守舎
100.NPO法人ＳＹＬ
105.福Lab ㈱
107.(一社)KURE-PERS

21. むつまちづくり㈱
82. ㈱まちづくり八戸

97. ㈱こまつ賑わいセンター

101. ㈱大分まちなか倶楽部

115.NPO法人 宇都宮まちづくり推進機構
116.(一社)釜川から育む会

16. ㈱まちづくり東海
39. 栄ミナミまちづくり㈱
40. (一社)TCCM
45. 高蔵寺まちづくり㈱
57. NPO法人岡崎まち育てセンター・りた
58. ㈱まちづくり岡崎
59. ㈱三河家守舎

85. 錦二丁目エリアマネジメント
94. (公財)名古屋まちづくり公社
98. NPO法人志民連いちのみや
103. ㈱城下町PRIDE
104.NPO法人やらまいか人まちサポート
126.㈱Q-NEXT
136.㈱豊橋まちなか活性化センター

113.(一社)天文館みらいマネジメント

109.(一社)八幡東田エリアマネジメント

49. (公財)前橋市まちづくり公社
70. (一社)前橋デザインコミッション
130. UNIT KIRYU㈱

2. ㈱まちづくりとやま
55. ㈱富山市民プラザ

125.(一社) 横浜西口エリアマネジメント

124.桑名エリアマネジメント㈱

25. 桜井まちづくり㈱

119. ㈱まつくる

29. NPO法人 砂山バンマツリ
30. NPO法人 愛福会
31. ㈱紀州まちづくり舎
32. ㈱sasquatch
33. (一社)みんとしょ
34. ㈱真田堀家守舎

35. ㈱ワカヤマヤモリ舎
36. ㈱宿坊クリエイティブ
37. ユタカ交通㈱
60. (一社)市駅グリーングリーン

プロジェクト
79. (一社)ミチル空間プロジェクト

89. ビーフレンズ㈱
96. (一社)和歌山まちづくり財団
128. ㈱IKOTAS
129. (一社)クリスタルWave
132. ㈱紀泉ふるさと創研
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２．都市再生を巡る社会経済情勢の
変化と特色ある取組の萌芽



人口減少・少子高齢化のトレンド①

27
出典：厚生労働省「我が国の人口について」

◯ 日本全体の総人口は近年減少局面を迎えている。2070年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
39％の水準になると推計されている。



人口減少・少子高齢化のトレンド②

28
出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査より国土交通省都市局作成
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三大都市圏

緊急整備地域を有する市区 東京都

1994 2004 2014 2024

1994 2004 2014 2024 1994 2004 2014 2024＊1994年のデータなし

◯ 都市再生制度創設以降、生産年齢人口は、東京都では増加傾向にあるが、三大都市圏では減少傾向にある中、
緊急整備地域を有する市区では横ばいの状況。



〇 我が国の世帯総数は今後2030年をピークに減少していくことが予測される一方、単独世帯や高齢者（65歳
以上）世帯は増加していくことが見込まれる。

55,705 
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58,000
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

世帯総数 高齢者世帯割合

出典： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（令和６（2024）年推計）」より国土交通省都市局作成

29

我が国の世帯構成の変化



2050年には有人メッシュの約２割が無居住化

○ 2050年には全国の約半数の有人メッシュで人口が50％以上減少し、人口の増加がみられる地域は
沖縄県等の一部地域を除き都市部に限られる。

○ 約２割の有人メッシュで無居住化する。
○ 人口規模が小さい市区町村ほど人口減少率が高くなる傾向があり、特に2015年時点で1万人未満の

市区町村に居住する人口は、2050年には半減する。

出典：国土審議会第19回計画部会 資料３-３「国土形成計画（全国計画） 関連データ集」 30
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▲51.2％-60%

-50%

-40%
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0%

人口増減割合別の地点数（１kmメッシュベース）

全国の約半数の地域（有人メッシュの51％）で人口が半減

市区町村の人口規模別の人口減少率

将来の人口増減状況（１kmメッシュベース、全国図）

備考：左図については、平成27年国勢調査時点（平成27年10月１日現在）における避難指示区域を黒塗り（斜線）で示している。
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年

無居住化 50％以上減少 30％以上減少 増加

30％未満減少

全国平均（19.8％）

人口規模が小さい市区町村ほど人口減少率が高い傾向



空き家の増加（「その他空き家」率の推移）

○ その他空き家率（その他空き家数（注）／総ストック数）は上昇傾向にあり、その他空き家率が10％を超える
都道府県は、この10年間で０→６自治体に増加。

31

○その他空き家率の推移（都道府県別）

注）その他空き家数とは、空き家のうちその他の住宅の数を指す。

出典：国土審議会第19回計画部会 資料３-３「国土形成計画（全国計画） 関連データ集」



空き地等の発生状況

32

○ 世帯の保有する空き地の面積は約2.2倍に増加し、空き地率も6.5%から12.4%へと増加するなど、この10 年間
で、全国の空き地の面積が急増している。

2008 空き地率
全国平均 6.5%

2018 空き地率
全国平均 12.4%

凡例

0～5％

5～10%

10～15％

15％～

出典：国土交通政策研究所「国土交通政策研究所紀要第80号2022年」

2013 空き地率
全国平均 8.6%

世帯の所有する空き地等について 空き地率の推移（都道府県別）

0%



地球温暖化に伴う気候変動の影響

33

1850年～1900年に対する世界平均気温における各シナリオごとの予測

・時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加
４℃上昇
シナリオ

２℃上昇
シナリオ

※IPCC（気候変動に関する政府間パネル）による予測

◯ 全国各地で降水量が観測史上最高を記録するなど、これまでの常識を超えて自然災害が頻発・激甚化。
これまでの約40年で大雨の回数が約1.5倍増加。

◯ IPCCの予測によると、いずれのシナリオでも2040～2050年頃には気温は2℃程度上昇し、洪水発生頻度は
約２倍（※）に増加。

（※）流量変化倍率及び洪水発生頻度の変化倍率は一級水系の河川整備の基本
とする洪水規模（1/100～1/200）の降雨に降雨量変化倍率を乗じた場合と
乗じない場合で算定した、現在と将来の変化倍率の全国平均値

2040～2050年頃には
どのシナリオでも
世界の年平均気温は
２℃程度上昇

※値の幅は大気海洋結合モデルCMIP６の
モデルによる差であり、実線はその平均値

出典：社会資本整備審議会第51回計画部会 参考資料１「社会資本整備、交通政策を取り巻く社会経済情勢について（図表等）」



最高気温が高い 歴代上位10地点

○ 近年の酷暑において、熱中症などのリスクがあることから外出を控えざるを得ず、ウォーカブルなまちづくりの
効果の発揮が困難。

○ まちの賑わいを通年維持していくためには、夏の酷暑対策を実施し、暑い夏でも歩きたくなるまちづくりの推進
を図ることが重要。

最低気温が高い 歴代上位10地点

（データは気象庁HPより引用）

全国の観測点において、最高気温・最低気温が高い歴代10地点のうち、大半が直近6年間に観測されている状況。

背 景

℃ 起日
1 新潟県 糸魚川 31.4 2023年8月10日
2 新潟県 高田 30.8 2023年8月10日
〃 新潟県 相川 30.8 2019年8月15日
4 鳥取県 境 30.7 2023年8月10日
5 新潟県 粟島 30.6 2023年8月10日
6 福岡県 福岡 30.5 2018年8月22日
7 沖縄県 石垣島 30.4 2024年7月18日
〃 島根県 松江 30.4 2023年8月10日
〃 鳥取県 米子 30.4 2023年8月10日
〃 東京都 東京 30.4 2013年8月11日

順位 都道府県 地点 観測値
℃ 起日

1 静岡県 浜松 41.1 2020年8月17日
〃 埼玉県 熊谷 41.1 2018年7月23日
3 栃木県 佐野 41.0 2024年7月29日
〃 岐阜県 美濃 41.0 2018年8月8日
〃 岐阜県 金山 41.0 2018年8月6日
〃 高知県 江川崎 41.0 2013年8月12日
7 静岡県 天竜 40.9 2020年8月16日
〃 岐阜県 多治見 40.9 2007年8月16日
9 新潟県 中条 40.8 2018年8月23日
〃 東京都 青梅 40.8 2018年7月23日
〃 山形県 山形 40.8 1933年7月25日

順位 都道府県 地点 観測値

都市の暑熱対策の必要性

3434出典：全国都市再生推進協議会資料より国土交通省都市局作成



出典：環境省「第５回ネイチャーポジティブ経済研究会」 参考資料１「ネイチャーポジティブ経済に関する国内外の動向」 35



Well-beingに関する国際的な動向

○ 持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）の１つとして、あらゆる年齢のすべての
人々のWell-beingを促進することが位置づけ。

○ 2021年、WHOはコロナ禍においてディスカッションペーパーを発表。Well-beingの概念をSDGsの１７のゴールの
それぞれに関連するものとし、社会的なWell-beingの促進が新型コロナウイルスへの対応を可能とするとしている。

出典：国土交通省「第１回民間投資による良質な都市緑地の確保に向けた評価のあり方検討会」 説明資料
36



SDGsにおけるまちづくりの位置づけ

○ 持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）のゴール11として、まちづくりに関する
項目が位置づけられており、国際的な議論の場においてもまちづくりの役割が認識されている。

出典：外務省及び国際連合広報センター公表資料より国土交通省都市局作成 37

目標 11. 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市
及び人間居住を実現する

11.3 2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、すべての国々の参加型、
包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。

11.4 世界の文化遺産及び自然遺産の保護・保全の努力を強化する。

11.6 2030 年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理に特別な注意
を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上の悪影響を軽減する。

11.7 2030 年までに、女性、子ども、高齢者及び障害者を含め、人々に安全で包摂的
かつ利用が容易な緑地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。

等

持続可能な開発のための2030アジェンダ（抜粋）



地方都市の課題

0 5 10 15 20 25 30

希望する職種の仕事が見つからないこと

賃金等の待遇が良い仕事が見つからな…

希望することが学べる進学先がないこと

自分の能力を生かせる仕事が見つから…

日常生活が不便なこと

公共交通機関が不便なこと

人間関係やコミュニティに閉塞感があること

生活や環境の変化に乏しいこと

レジャー・娯楽施設が少ないこと

地域の文化や風習が肌に合わないこと

災害の危険性が高いこと

物価や家賃等の水準が高いこと

医療・福祉施設が少ないこと

子育て環境が良くないこと

多くの人で混雑していること

全体
(n=519)

男性
(n=261)

女性
(n=258)

Q あなたが地元に残らずに移住することを選択した背景となった事情として、あなたの地元にあてはまるものを全てお選びください。

※「その他」の回答を除く。
※出身地：15歳になるまでの間で最も長く過ごした地域。

(%)
仕事（雇用）・教育関係

※母集団：東京圏外出身の東京圏在住者

人間関係やコミュニティに閉塞感があること

地域の文化や風習が肌に合わないこと生活の利便性
・意識関係

出典：国土政策局「企業等の東京一極集中に係る基本調査（市民向け国際アンケート）」(2020.11速報)より国土交通省都市局作成

◯ 地方都市から人々が転出する理由として、「仕事・進学先が少ない」・「まちなかの魅力が乏しい」ことがあげられて
おり、地方創生の実現に当たっては、こうした課題への対応が不可欠。
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民都機構の支援を受けた物件

歴史的なまちなみを活かすまちづくりの例（愛媛県大洲市）
○ 愛媛県大洲市には明治・大正・昭和といった古くからのまち並みを含む多くの歴史・文化的な地域資源が残っており、景観計画

（H21）、歴まち計画（H24）を策定し、地域資源を活かしたまちづくりに取組んでいる。
○ 民都機構や地域金融機関による支援等も通じ、古民家リノベーション等の民間事業者による地域資源を活用したまちづくりが進み、

周辺で31件もの歴史的建築物の再生が行われ、地域全体で新規事業者の進出、新たな雇用の創出など、地域経済の発展に大きく
寄与している。

＜古民家再生等によるまちづくりの効果（2022年11月時点）＞

項目 進出事業者数 新規雇用者数 年間人件費 年間売上 地域内調達率
再生した

歴史的建造物
住民の

事業賛同意識

成果 20事業者 71人 65,694千円/年 160,452千円/年
市内　43.8％
県内　82.5％

31棟 90.3%

備考 2022年度末
2022年11月現在

正規27人
非正規44人

2022年11月現在
正規44,190千円

非正規21,504千円

2021年
決算ベース

2021年
決算ベース

2022年度末
前回調査

80.0%

〇 古民家再生等を活用したまちづくり

出典：STORY BOOK【大洲まちづくりブック】（一般社団法人キタ・マネジメント）より引用、国土交通省都市局作成 39



地域資源を活かしたリノベーション等によるまちづくりの例

○ 地域の特性や地域資源を活かし、空き家や空き店舗等のリノベーションなどにより、地域活性化を図る取組
が進んでいる。

出典：民間都市再生推進機構HP

■登録有形文化財の活用（滋賀県高島市）
登録有形文化財である、今津郵便局（個人所有）を、耐震改修
の上、地域の人々の集いの場としてリノベーション。

■中心市街地の空き店舗リノベーション（大分県佐伯市）
中心市街地の空き店舗を、世代を問わず人が集い、くつろぎ、
憩う、日本茶カフェとしてリノベーション。

■公有財産の活用（岡山県瀬戸内市）
旧牛窓町立診療所を、地域の賑わいの場としてカフェ、音楽スタ
ジオ、写真スタジオ、イベントスペース等へリノベーション。

■地域に存在する古民家の活用（岐阜県各務原市）
築約200年の茅葺屋根の古民家を、カフェ・カルチャースクールへリ
ノベーション。
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○ 立地がよく、建物が頑丈な百貨店等の商業施設に関しては、例えば、リノベーションを通じて商業スペースを
縮小し、代わりに地域の需要に応える施設を導入するなど、施設の複合用途化によって、再生や利活用を図る
取組がみられる。

■ 百貨店等の施設の再生の事例

商業施設

ホテル

女性用エステサロン等

商業施設

フードコート、土産物屋等

改修前 改修後

2021.6
に改修

建替前

2020.4
に改修

建替後

商業施設

市庁舎

オフィス

帰宅困難者施設等

専門職大学

＜松山三越＞ ＜さくら野弘前店＞

改修前

商業施設

ホテル、温浴施設

2023.2
に改修

改修後

商業施設

オフィス、
フィットネス施設

食品売場の改修

＜古町ルフル＞
○ オフィスへの改装により、賃料収入に加え、就

業者の商業施設での消費を期待。
○ 商業機能だけでなく、ホテルなど様々な需要に

応えることが可能な施設に再生。
○ 閉店した百貨店を再生し、多様な機能を導入。

商業施設

41

商業施設のリノベーションによる再生・利活用の例



オフィスを取り巻く環境①供給量推移

42

竣工年別のオフィスビルストック量

出典：全国オフィスビル調査（日本不動産研究所）より国土交通省都市局作成

バブル期
2040年には築50年

都市再生特別措置法
の制定（2002年）

前後

◯ バブル期および都市再生特別措置法制定前後にオフィスビルの供給が集中。
◯ バブル期に竣工したビルは、2040年には築50年を超えることになり、老朽化が深刻になることが予想される。



オフィスを取り巻く環境②オフィス賃料

43

大規模ビル＊におけるオフィス賃料の推移

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024
10

20

30

千円／坪

東京23区
大阪市
名古屋市

• 新型コロナウイルス感
染症拡大

＊基準階1フロアの面積が200坪以上の賃貸オフィスビル

出典：三幸エステート株式会社公表資料より国土交通省都市局作成

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024
10

20

30

千円／坪

札幌市
仙台市
福岡市

• 新型コロナウイルス感
染症拡大

三大都市圏 地方における中心都市

◯ オフィス賃料は、三大都市圏と地方における中心都市のいずれにおいても、コロナ禍までは増加傾向。
◯ しかし、その後は東京23区のみオフィス賃料が下落傾向にあり、その他の都市では微増傾向。



オフィスを取り巻く環境③空室率

44

大規模ビル＊におけるオフィス空室率の推移 ＊基準階1フロアの面積が200坪以上の賃貸オフィスビル

三大都市圏 地方における中心都市

0

5

10

15

20

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

％
• リーマンショックの

影響からの回復

• 新型コロナウイルス感
染症拡大

札幌市
仙台市
福岡市

0

5

10

15

20

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

％

東京23区
大阪市
名古屋市

• リーマンショックの
影響からの回復

• 新型コロナウイルス感
染症拡大

◯ リーマンショックの影響等を受けて大きく増加したオフィス空室率は、2019年にかけて徐々に減少。
◯ しかし、コロナ禍以降は空室率が増加傾向。直近はやや改善する地域も。

出典：三幸エステート株式会社公表資料より国土交通省都市局作成
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タワーマンション供給棟数及び累積頭数の推移（竣工ベース）

（棟）

出典：株式会社東京カンテイ「2022年 タワーマンションのストック数（都道府県）」（2023年12月末時点）より国土交通省都市局作成

（年）

◯ 2000年代以降、いわゆるタワーマンション（20階以上のマンション）が増加。
◯ 2023年時点で、全国で1500棟程度存在。新規竣工棟数については、近年減少傾向。



マンション等不動産価格の動向
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＜不動産価格指数（住宅）（令和６年７月季節調整値）＞（2010年平均＝100とする指数）

◯ 住宅の不動産価格については、2013年頃からマンション（区分所有）の価格上昇が著しい。

出典：不動産価格指数



建築費高騰の現状
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工事費単価＊1／建築費指数＊2／消費者物価指数の推移（2015年1月＝100とする指数＊3）

＊1 床面積当たりの工事費予定額。年次で数値を指数化しており、グラフ中では各年6月にその数値をプロットしている。（例：2023年の数値を2023年6月時点にプロット）
＊2 一般財団法人建設物価調査会が、工事費や資材価格、労務費等を再構成して作成する、地域間や建設費の変動を時系列的に比較するための指標。
＊3 工事費単価は2015年＝100とする指数。

◯ 工事費単価（事務所）は、全国的に増加傾向にあるが、特に東京における増加が顕著であり、2015年から
2023年にかけては約57％上昇。消費者物価指数と比較しても、全国、東京ともに工事費単価の増加率が大きい。
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消費者物価指数【総合】（東京特別区）

出典：建築着工統計（国土交通省）、建築費指数（一般財団法人建設物価調査会）、消費者物価指数（総務省）をもとに国土交通省都市局作成



事例：麻布台ヒルズ
竣工：令和５年６月30日（主要部）
敷地面積：約63,800㎡、延面積：約819,600㎡
主な公共貢献：道路、広場、国際教育施設、木密解消、

自立・分散型エネルギーシステム

○ 都市再生特別地区を活用した都市開発事業においては、建築物の整備とともに、交通環境改善等の地域に資するような公共
貢献が行われており、エリア全体の価値向上を図っている。

六本木・虎ノ門エリアに不足する東西動線を整備することで、周辺道路の
渋滞を緩和し自動車交通の円滑化を図る。

虎
ノ
門
エ
リ
ア

六
本
木
エ
リ
ア

都市再生特別地区を活用した事業における公共貢献の例

出典：都市再生特別地区（虎ノ門・麻布台地区）都市計画（素案）の概要より国土交通省都市局作成

事例：神戸三宮雲井通５丁目地区
都市計画決定：令和２年３月
敷地面積：約8,230㎡、延べ面積：約99,000㎡
主な公共貢献：高規格オフィス、上質なホテル、備蓄倉庫、歩行者用歩廊、

劇場、図書館、バスターミナルなど

国・市の連携のもと、国道２号と一体となった新たなバスターミナルを整備
「えき・まち空間」との相乗効果により、交通結節機能を強化

●神戸市三宮が抱える課題に対する取組の全体像

48出典：国道２号等神戸三宮駅前空間の事業計画より国土交通省都市局作成



○ 大都市の都市開発においては、新たな価値を創造するイノベーション施設を整備し、スタートアップ等の支援を行う取組が進んでいる。

事例：うめきた２期地区

うめきた公園に隣接するイノベーション
施設として、「JAM BASE」を整備

都市開発の中でイノベーション施設を整備している例

事例：渋谷QWS（渋谷スクランブルスクエア内）
新潟のインキュベーション施設とデジタル技術を活用して接続する
ことで、地方都市におけるイノベーションの創出を支援

ヒト・モノ・カネ・
情報の交流

法律・コンサル

外資系ファンド

大学

スタートアップ

地域企業

行政

教育機関

渋谷QWS（キューズ）
のベンチャーキャピタル・大
学等と、NINNO（ニー
ノ）の起業希望者や入
居企業が遠隔で交流。

49

都市公園や商業施設と一体的に整備したイノベーション施設により、
企業、大学・研究機関、スタートアップ等が集まる環境を創出

SHIBUYA QWS

NINNO

出典：企業等提供資料・公表資料より国土交通省都市局作成



都市再生推進法人によるエリアマネジメント活動の例

事例：小岩駅周辺地区エリアマネジメント”KOITTO（コイット）”
（東京都江戸川区）

事例：大丸有エリアマネジメント協会 “Ligare（リガーレ）”
（東京都千代田区）

大手町・丸の内・有楽町エリアにおいて、道路上を公園空間とし
て活用する社会実験や、車両通行規制時のオープンカフェの開
設、エリア内ビルの公開空地を活用したイベント開催等を通じて、
地域の活性化や賑わいづくりを行う。

再開発が進む小岩駅周辺において、まちづくり拠点である
「KOITTOTERRACE」（コイットテラス）の運営や、イベント開催
等を通じて地域の賑わいを創出。再開発組合等と江戸川区が協
力して立ち上げた団体として、再開発後も見据えたエリアマネジメン
ト活動を展開。

2002年9月法人設立年月日
2015年10月5日指定年月日
法人正会員：87社（※）、法人賛助会員：2社
個人正会員：17名、個人賛助会員：23名
（※大丸有まちづくり協議会正会員65社および

公益法人2社を含む）
株主・構成団体等

25名職員数

2020年11月16日法人設立年月日
2022年3月29日指定年月日
再開発組合３組合
再開発事業者８社／江戸川区
近隣企業／近隣住民

構成団体等

6名職員数

50

○ 都市再生推進法人等を含むまちづくり団体や、地権者、企業、住民等によるエリアマネジメント活動を通じた賑わいの創出や地域の
価値向上に資する取組が行われている。

出典：企業等提供資料・公表資料より国土交通省都市局作成



・適応策と緩和策の両方を通じた持続可
能な気候変動対策

・持続可能な管理と希少資源の使用削減、
汚染要因の削減・除去

・健康的で住みやすい都市環境の構築や
自然と生物多様性の保護

・エネルギー効率を高め、再生可能エネル
ギーの導入加速、エネルギー再利用・リサイ
クル、ライフサイクルに配慮した木材など低
炭素材料の使用とエネルギーの回収を通じ
た地域レベルでの循環型組織（循環型都
市）の形成による温室効果ガス排出量の
削減

G7イタリア都市大臣会合成果文書について

持続可能な都市開発の優先課題（実現に不可欠な総合的な政策と行動）
①ネットゼロ・レジリエント・
ネイチャーポジティブな都市

②インクルーシブな都市、
アフォーダブルな住宅、歴史・文化

③イノベーション創出とデジタル化

・公共政策決定への参加促進のために情
報等へのアクセスを改善（電子政府）

・デジタル技術を都市問題の分析や都市
計画に利用し、データプラットフォーム、デ
ジタルツインを採用した都市計画と管理に
おけるスマートシティの取組

・先進的な機関や企業がスタートアップや
教育機関と集結する都市のエコシステム

・公共インフラの提供に民間セクターを関
与させて公共調達の可能性と革新的な
投資モデルを強化する代替金融

G7首脳会合コミュニケ（2024年６月締結）において、「持続可能な開発の推進力として、世界の都市の変革
の力を強調する」と言及されていることを踏まえ、

成果文書の位置づけ

具体的には、①ネットゼロ・レジリエント・ネイチャーポジティブな都市、②インクルーシブな都市、アフォーダブルな住宅、
歴史・文化、③イノベーション創出とデジタル化の実現へ向け、優れた都市政策について共同理解を深め、都市の潜
在力を最大限に引き出すための共同行動を決定。

G７都市担当大臣間で、香川高松都市大臣会合等の趣旨を引き継ぎ、「持続可能な都市に関する協力を継続し、
空間的不平等を削減し、環境と気候を保護し、都市部におけるスマートで革新的な経済を促進するための具体的な
行動について議論する」ことを目的として策定。

※ 網掛け部分は昨年開催された香川・
   高松の成果文書から追加された内容

・文化財・文化遺産における文化の関連性
を高めた有形・無形の文化価値の創造・保
存

・社会的弱者・高齢者等に対するサービス
提供による社会的インクルージョン、住まいが
なくなる危険性のある人などすべての人への
住宅アフォーダビリティ・アクセシビリティ

・適した仕事・スキルを活かし、社会的・知
的交流の拠点である「高生産性都市」の強
化

・民主的で積極的な市民参加を促進する、
分権化、市民・サードセクター・市行政が関
与した開かれた多層的なガバナンス
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